











裁判員法 1 が施行され、この（2012 年）5月で 3年が経過した。
最高裁判所が公表した「裁判員裁判の実施状況について（制度施行









2 　最高裁判所ホームページ http://www.saibanin.courts.go.jp/topics/ 参照。
3 　大久保太郎「裁判員制度案批判」判例時報 1750 号 25 頁、同「裁判員制度案






札幌法学 24 巻 1 号（2012）
おおよそ、制度が実施される 2009 年頃までには裁判員制度の合憲
性を認める学説 4 が「多数説」化したと評しうる 5。他方、裁判員
制度の合憲性に関わる違憲審査は、以下で詳論するように、制度施
行の翌年（2010 年）4月以降、主として高裁レベルで相次ぎ、その


















5 　裁判員制度の合憲性についてはじめて判示した東京高判 2010･4･22 東高刑時
報 61 巻 78 頁の判例評釈者は、いずれも、学説における合 ･違憲の分布状況に
ついて、合憲説を「多数説」と評する。たとえば、判例タイムズ 1341 号 （2011 年）
38 頁。また、「[ 座談会 ] 裁判員制度」ジュリスト 1363 号（2008 年）90 頁以下
の各発言参照。

































頭した者には、旅費、日当等が支給される（法 26 － 30 条）。ⓒ
選任手続期日に出頭した裁判員候補者に対して質問手続をおこな
̶ 60 ̶




















対象となる（法 2条 1項、裁判所法 24 条、26 条 2 項・3項参照）。
したがって、裁判員が参加する裁判は、法定刑に死刑または無期
刑が含まれる罪などの重大刑事事件だけを対象とする。また、対




















わる判断）を行う（法 6条 1 項）。裁判員は公判に立ち会い、こ
れらの判断に必要な事項については、裁判長に申し出て、証人や
被告人に直接質問することもでき（法 56 － 59 条参照）、評議に




に参加し、評決する権限をもたない（法 6条 2項、68 条 1 項・2項）。
⑤評決方法
裁判員の関与する判断の評決は、「構成裁判官及び裁判員の双
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裁判員法が採用する合議体の構成からすれば（原則として、裁判
























数の意見で決せられる（法 68 条 2 項参照）。もっとも、裁判官は、
8 　辻裕教「『裁判員の参加する刑事裁判に関する法律』の解説（3）」法曹時報 60
巻 3 号（2008 年）91 頁。





68 条 3 項）。
⑥裁判員の義務
裁判員候補者、裁判員または補充裁判員には出頭義務があり
（法 29 条 1 項（裁判員候補者に対する裁判員等選任手続の期日へ
の出頭義務）、52 条（裁判員の関与する判断をするための審理を
すべき公判期日などに出頭する義務）、66 条 2 項（評議に出席し、
意見を述べる義務）、63 条 1 項（判決等を宣告する公判期日に出
頭する義務））、それに違反して、正当な理由がなく出頭しないと







を漏らしてはならず（法 9条 2項、70 条 1 項）、評議の秘密その
他職務上知り得た秘密を漏らしたときは、6月以下の懲役または
50 万円以下の罰金が科され、任務を終えた裁判員らにも罰則が
ある（法 108 条 1 項、2項）。
⑦控訴
裁判員裁判の対象事件やその裁判体の構成は、地方裁判所の裁



















決が 1件であり、すべて 2010 年の 4月以降の半年間に集中している。
判決年月日が早い順に整理する。
（1）東京高等裁判所2010年4月22日判決（東高刑時報 61巻78頁）




判を受ける権利（憲法 32 条、37 条）を侵害する、②裁判員裁判
は国民に裁判への参加を強制し、守秘義務や財産上の不利益等の












①憲法 32 条、37 条違反について
判決は、上記①について、以下のように判示した。すなわち、
ⓐ憲法が定める司法の章の諸条項（とりわけ、76 条 3 項や 78 条）
からすれば、「憲法が裁判官を下級裁判所の基本的な構成員とし
て想定していることは明らかであるが、憲法は下級裁判所の構成


















10　判例タイムズ 1341 号 （2011 年）37 頁。
̶ 66 ̶
































































含まれており（同法 41 条 2 項参照）、第 1審（千葉地判 2010･1･18、
判例集未登載）において裁判員裁判が行われた。本件の上告審が、
裁判員制度の合憲性を最高裁がはじめて判断した 2011 年 11 月 16
日大法廷判決である。
被告・控訴人は、判決裁判所の構成の違法を次の 2点において主
張した（刑訴法 377 条 1 号参照）。すなわち、①原審の判決裁判所は、
裁判官でない裁判員が刑事裁判に関与したという点で、下級裁判所
の裁判官の任命方法を定めた憲法 80 条 1 項に違反する、②裁判員
法は特定の事件に限って裁判員裁判の対象としており、同法に従っ
て構成された原審の判決裁判所は、特別裁判所の設置を禁じた憲法
76 条 2 項にも違反する、というものである。





憲法 80 条 1 項の文言を見ても、下級裁判所の構成員がすべてこ
のような裁判官で占められなければならないことを規定したもの
とは考え難く、むしろ、憲法は下級裁判所の設置については『法





















るために構成されるものであるから、憲法 76 条 2 項にいう特別
裁判所には当たらない、また、ⓑ「所論は、裁判員が、最高裁判








か否かについて被告人に選択権が認めなくても憲法 32 条、37 条に
違反しないとした 2012 年 1 月 13 日最高裁第二小法廷判決（判タ
1366 号 81 頁）である。
本件控訴審において、被告代理人は、①憲法が保障する「裁判所
において裁判を受ける権利」（32 条）について、この「裁判所」と
は、憲法第 6章の諸規定（76 条 3 項、82 条 2 項、78 条）からすると、
̶ 70 ̶








法 37 条 1 項所定の「公平な裁判所」の保障がない、③ⓐ裁判員法は、
裁判員の保護を理由に、裁判員の氏名、住所、年齢、職業等その特
定に必要な事項を非開示としている（法 101 条、109 条）から、裁


























































































④憲法 15 条 1 項違反
判決は、上記⑥については、以下のように判示した。すなわち、
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「裁判員法は、15 条 1 項 3 号において一定条件の国の行政機関の






























（4）新潟地方裁判所 2010 年 7月23日判決
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法 19 条）、信教の自由（同法 20 条）、財産権の不可侵の原則（同法
29 条）に反する、と主張した。





































るための方策（同法 101 条、102 条１項、106 条、107 条）を講
じている。また、裁判員の欠格事由（同法 14 条）、事件関係者の
不適格事由（同法 17 条）及び不公平な裁判をするおそれを理由
とする不適格事由（同法 18 条）を置き、その選任手続（同法 33










































































（5）東京高等裁判所 2010 年 8月 30 日判決
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ろん、本件についての原審での運用についても、憲法違反を主張
する所論に理由は」ない。
（6）東京高等裁判所 2010 年 10 月 26 日判決
















































札幌法学 24 巻 1 号（2012）
来の陪審・参審違憲論の核心をなし、国民の司法参加にとって「最
大の障壁」であったのは、日本国憲法が裁判官の職権の独立（76





の構成については 79 条 1 項参照）、下級裁判所の「裁判官」につい
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して含む裁判所を設置すれば、それが同条にいう『裁判所』に該
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
当することになるというべきである

































規定を置いている。裁判所法 15 条、23 条など参照。
18 　陪審員も裁判所の構成員とみることができるという見解はかねてより学説で
も主張されていた。常本照樹「司法権―権力性と司法参加」公法研究 57 号（1995
































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
̶ 88 ̶
















































76 条 3 項が定める裁判官の職権の独立に違反すると主張したもの
である。これに対して判決は、裁判官の職権の独立といえども、「法
律に基づき、司法の機能を確保






















































条 3 項 4 項参照）、こうした事柄も、正確に言えば、後者の合議体
の判断が、前者の合議体の判断を拘束しているとみるべきものと思
われる。したがって、76 条 3 項の趣旨が、「外から」の不当な干渉
20 　たとえば、佐藤 ･竹下 ･ 井上 ･ 前掲注（19）345 頁の井上発言参照。同様の
見解は法案審議の過程で、政府参考人によっても表明されている（参議院法務





















いうように分節化したうえで、憲法 76 条 3 項の規範内容に接近す
るということが必要ではないかと思われる。
④裁判所の構成と特別裁判所の禁止























































































ための仕組み（法 2条、6条、66 条、67 条参照）を整えているから、
憲法の要請を満たす制度であり、違憲ではない、というのがその憲
法解釈の大枠である。（1）判決の①－ⓑは、こうした憲法解釈をほ



























































































は詳論しない。                                 
28 　たとえば、中島徹「刑事手続における主権と人権」ジュリストNo1334（2007
年）182 － 183 頁参照。
̶ 98 ̶




















29 　公判前整理手続は裁判員制度導入とともに新設された制度で、2005 年 11 月か
ら実施されている。迅速な公判審理を前提とする裁判員裁判では事前の争点整
理が不可欠との理由で、この公判前整理手続は必要的なものとされる（法 49 条）。





条 1 項）や裁判の公開（82 条）に反するおそれもあるが、むしろ証拠開示手続（刑
訴法 316 条の 13 以下）による被告人の防御権の充実を通じて、全体としての手
続の適正が達成されている、と考えるべきであろう。逆にいえば、証拠開示手
4 4 4 4 4
続は裁判員裁判の手続全体の合憲性を支えるもの





















































事件の④が、15 条 1 項（国民の公務員選定罷免権）、⑤が 14 条（平












































































34 　芦部信喜『憲法訴訟の理論』（有斐閣、1973 年）68 頁以下。
35 　戸波江二「第三者所有物の没収と適法手続」憲法の基本判例 [ 第 2 判 ]（法教











三者所有物没収に関する最高裁判例（最大判 1962･11･28 刑集 16 巻
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接関係がないことである。別の観点からいえば、かりに被告人の裁











































定める 18 条、思想 ･良心の自由を保障する 19 条に反するものでな

































































うすると、ここで問題となっている各種自由権（13 条、18 条、19 条、
20 条、29 条）と裁判員制度との関係は、個別の問題として別個独
立に論ずべきものと思われる 42。




















法 16 条 8 号に関わる制令 6号の辞退事由（裁判員の職務を行うことにより・・・

























にあるときは解任事由となる（法 41 条 1 項 4 号））ほか、6月以下
の懲役又は 50 万円以下の罰金が科される（秘密漏示罪、法 108 条
1 項）。裁判員等であった者が守秘義務に反しても、刑罰は基本的




43 　池田修『解説 裁判員法 立法の経緯と課題』（弘文堂、2005 年）83 頁。








































46 　市川正人「国民参加と裁判員制度」法時 76 巻 10 号（2004 年）44 － 45 頁、
松井茂記「裁判員制度と取材 ･報道の自由」法時 77 巻 4 号（2005 年）47 － 48 頁、














4 4 4 4 4 4 4 4 4
、すなわち、非常勤の国家公務





引用者）48 とされ、裁判員等の秘密漏示罪を定める 108 条は、国家
公務員法 109 条 12 号の「特則」と位置づけられている 49。裁判員














巻 12 号（2007 年）41 頁。
49 　辻裕教「『裁判員の参加する刑事裁判に関する法律』の解説（5･ 完）」法曹時







4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
「公務員の表現の




とすると、裁判所にとって、ここでの問題は国家公務員法 100 条 1















































51 　市川 ･ 前掲注（4）44 頁以下参照。市川は、こうした観点から、裁判員 ･補
充裁判員であった者
























































































































55 　土井・前掲注（4）277 － 278 頁、宍戸常寿「国民の司法参加の理念と裁判員制度」
後藤昭編『東アジアにおける市民の刑事司法参加』（国際書院、2011 年）147 頁参照。
56 　笹田 ･前掲注（4）39 頁は、「この『国民的基盤』という表現は司法の民主化
の議論とは一線を画するものではあるが、いろいろな読み方が可能」とする。
